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【論文構成】
　本論文の全体の構成として、第1章において従
来の社会事業史研究の問題点を指摘し、第2章に
おいてその問題点の基となる大河内理論の整理と
大河内理論登場以前の社会事業理論の検討を行っ
た。第3章では従来の社会事業史研究とは異なる
分析枠組みを提示し、この新しい分析枠組みによ
って第4章では職業紹介事業を、第5章では救済
事業という言葉を、第6章では防貧概念と杜会事
業の対象となる生活問題をそれぞれ分析した。そ
して、新しい分析枠組みでの実証の結果をもとに、
終章において社会事業の固有性を明らかにし、社
会事業形成過程を捉えるモデルを提示した。
　第2に、これまでの社会事業史研究の多くは
外在的な要因から社会事業の成立を描いており、
社会経済上の要因による社会問題とそれに対する
対策を描く直線的な「問題一対策型」（成田龍一
（2001）「歴史学のスタイル』校倉書房、261頁）
の記述となっている点である。例えば、社会経済
状況の記述と社会連帯思想の浸透、社会局の設置
などをもって社会事業の成立が描かれており、
描かれる社会問題は、社会経済上の要因によって
生じた社会問題のうち、社会事業の領域で対応
した問題に限定して設定されており、社会的背景
のなかで問題とその対策を描く直線型で記述され
ていた。
【問題の所在】
　本論文の問題の所在は2つある。第1に、これ
までの社会事業史研究の多くは防貧事業を社会政
策の代替と捉えており、社会事業の歴史であるに
もかかわらず社会政策を軸にして描かれていると
いう点である。従来のこのような考えを「社会政
策代替説」とここでは呼ぶ。この説は1938年に大
河内一男が発表した「わが国における社会事業の
現在及び将来一社会事業と社会政策の関係を中心
として一」での社会事業の捉え方の影響を受けた
ものである。この論考のなかで社会政策学者であ
る大河内は社会政策を位置づけた上で、社会事業
をそれに関連づけて論じていた。この論を基にし
た社会政策代替説では、防貧事業はあくまでも本
来は社会政策として行われる事業であり、社会政
策が未整備であったために社会事業として行われ
ていたと捉えており、従来の研究のなかでどの対
策を社会事業として描き、どの対策を社会政策と
捉えるかは、この分析枠組みによっていた。
【目的】
　このような問題の所在をうけ、社会政策を軸と
するのではなく、社会事業自体から防貧事業を捉
え直し、また現在の研究者の視点で社会問題を設
定しそれに対する対応策を記述するのではなく、
当時の人びとの視点で何が問題でどのような方法
で対応しようと考えていたのかを記述するため
に、内在的視点を導入して社会事業史を描き、そ
こから社会事業の固有性を明らかにし、歴史記述
のあり方の新しいモデルを提示した。
【分析枠組み】
　ここで述べている内在的視点とは、「ゆるやか
な集団」という社会事業史を描くときの主体を救
済事業に対してさまざまな目的を持つ人びとの集
まりという分析上の概念として設定し、内発的発
展論、自己組織性、構築主義を援用した分析枠組
みである。これらはひとつひとつがばらばらなの
ではなく、すべてがつながっている。それは、ゆ
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るやかな集団によって多様に認識される救済事業
が社会事業へと自己組織化する過程をその事業へ
の認識と内容の変化という社会事業の内在的要素
から分析するという枠組みである。言い換えると、
内発的発展は、従来から存在するものをその内部
で作りかえていくことを捉える視点であり、自己
組織性の導入によって、作りかえの際に、環境の
影響を受けないため外在的な要素を捨象できる。
そのため、例えばある時代の経済社会的な状況と
いった外在的な要素を歴史記述から外すことがで
きる。構築主義とは、社会問題をあらかじめ設定
することなく社会事業に関わるさまざまな人の社
会事業に関する認識を集めることで、問題の生成
過程を描くことである。
　さまざまなかたちの貧困者救済という目的を持
つゆるやかな集団が、各自の目的を達成するため
の活動を行う中で、救済事業が社会事業として形
作られていく。社会事業といわれるものに作りか
えられていく内部での変化の過程には、多様な見
解がめぐっており、この見解の一定の期間内での
変化と多様性を記述することが、社会事業の新し
い見方となるのである。
　ゆるやかな集団という範囲の設定のメリット
は、いろいろな立場の人々の考えを取りあげるこ
とを可能とした点である。特定の立場からの社会
事業に対する認識であれば、その立場としての見
解以上のものはでてこない。だが、このような範
囲の設定により当時社会事業に何らかの形で取り
組んでいた研究者、実践者、行政上の立場の人た
ちの考えを社会事業に関わるゆるやかな集団とお
くことで分析できる。
　このように設定した場合のさまざまな人々によ
るさまざまな見解というものを社会事業の歴史と
して描くために、ゆるやかな集団の行為の説明と
してワイクの「集団発展のモデル」を援用した。
ゆるやかな集団と捉えられる社会事業に関わる集
団あるいは個人は、貧困者の救済や労働者の低賃
金の問題や失業の問題、物価高騰の問題への解決
という目的をもっている。それらのそれぞれの問
題を解決するという目的をもつ人々が社会事業と
いうものを使って自分たちの捉えた問題を解決に
導こうとしているという考えである。つまり、社
会事業はゆるやかな集団による複数の問題解決の
ための事業として登場したのであり、ゆるやかな
集団の個々のメンバーは自分たちの捉える問題解
決のために社会事業という枠の中で救貧や防貧や
経済保護事業や失業保険や職業紹介といったこと
を構想したり実施したりしたと捉えるのである。
　ゆるやかな集団による多様な認識のもとで救済
事業が自己組織化するという捉え方は、社会の状
況に適応するために社会事業が生じ、社会状況の
変化に応じて社会事業も変化していくという視点
とは異なり、人が社会事業を創り、人の認識の変
化によって社会事業というものが作りかえられて
いくという視点である。そして、その作りかえは、
ゆるやかな集団において多様に認識された社会事
業というものが、実施にむけて動き出す途上で内
在的な変化を遂げていく中で生じる。社会事業が
実施されようとするときには、その範囲として対
象となる問題が設定され、その問題を解決する方
法が決められる。対象となる問題の範囲の設定は、
いったん範囲が設定された後もゆるやかな集団の
間で見解が複数出される中で変わり、またその解
決方法も問題の発生原因に対する複数の理解から
変わっていくのである。救済のあり方が社会事業
というものへ変化すること、そして社会事業とい
うものの中身が変化していくこと、これらがゆる
やかな集団により起こされると捉えるのである。
　このようなゆるやかな集団のもとで社会事業と
いわれるものがいったん創り出されても、ゆるや
かな集団がもつ多様な見解の中で作りかえられ変
化していくということは、社会事業が確固とした
枠を持っていなかったことを意味している。この
ように社会事業というものが形を変えながら作ら
れていくことを具体的にするために、どのような
主張があり、何が受け入れられ、何が受け入れら
れなかったのかを分析することによって、社会事
業の形成過程を描くことできる。
【実証と結果】
　このような視点を使って職業紹介事業、救済事
業、防貧概念と生活問題の4つを検証した。職業
紹介事業は現在では労働力需給調節機能をもつも
のと理解され、社会政策の重要な役割を持つが、
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もともとは経済保護事業として当時は社会事業と
位置づけられていた。つまり、職業紹介事業は社
会事業から社会政策へ位置づけが移動した事業で
あり、従来の評価でいう「社会政策の代替」から
社会政策そのものに明らかに移行した事業の典型
であるためとりあげた。内在的視点で分析をする
と、職業紹介事業は、経済保護事業として防貧事
業のひとつと考えられていたが、その登場期には
防貧と位置づけられておらず、カテゴリー化の変
遷のなかで、防貧事業として認識されていくこと
が明らかになった。
　救済事業という言葉については、救済事業調査
会の名称につけられている「救済事業」の内容を
分析している。救済事業調査会は、ここでの審議
によって新しい社会事業の枠組みがあきらかにな
っていったといわれる程の社会事業の方向性に強
い影響をもっていたことから、当時の社会事業と
捉えられていたものを明らかにする上で重要な分
析対象である。一般的に救済事業調査会は、「救
済事業」という名称にもかかわらず、その会が行
う調査項目は「救済事業」の範囲を超えていたと
いう評価がある。分析の結果、当時の救済事業へ
の理解には防貧的な機能があると捉える立場と、
防貧的な機能を持つものは社会政策として捉える
立場があることが明らかになった。つまり、救済
事業としての防貧事業と防貧的機能を持つ社会政
策との間の当時の人々の統一した認識はなかった
ことが分かった。
　防貧概念は、救済行政に新しく入ってきた概念で
あり、もともと貧困者救済は救貧として行われてい
た。救済行政の中に防貧という新しい概念がどのよ
うに定着していったのかを検討することで、救済の
考え方の変遷を描くことができる。分析の結果、防
貧は救貧との区別をその対象者からみると労働能力
の有無から所得レベルへ、そして生活レベルへと変
容させたことが明らかになった。
　生活問題の分析は、そもそも社会事業が対象と
する問題とは何だったのかをみるためである。社
会事業は生活問題を対象としていたが、その生活
問題への対応策である防貧の対象が労働能力の有
無で捉えてられていた時には救済行政には受け入
れられなかったが小額所得者という所得レベルで
の把握に捉え直されたことで救済行政上の位置づ
けがなされたことが分かった。
　分析の結果、防貧概念はその構想段階と防貧事
業実施時とでは異なっていたこと、そして防貧制
度といわれる経済保護事業に対する人々の認識の
多様性、制度の目的となる問題発生の原因の捉え
方、つまり貧困の原因の捉え方に対する認識の多
様性、救済事業に含まれる救済範囲に対する認識
の多様性が明らかになった。このような多様性は、
救済に対する社会的な取り組みというものに対す
る理解が単一ではなかったということを示してい
る。ゆるやかな集団は、集団内でも、同時代にお
いても多様な「社会事業」像をもっていたのであ
る。このような多様性こそが、社会事業の固有性
であり、現在の社会事業史研究の防貧の位置づけ
は、当時の視点のひとつを採用したに過ぎない。
【結論】
　社会事業というものは、統一されていない、確
固とした枠をもたない状態から出発して、時間の
経過とともに形作られていった。社会事業の形成
過程は、社会事業に対する複数の認識の混沌とし
た状態であった。
　社会事業が対象とする問題は、初めから存在す
るのではなく、ある事象に対して社会事業の対象
とすべき問題であるという認識がでてきたことを
きっかけに問題として浮上する。実際に対象とな
るまでには、その事象を問題と捉える人々によっ
てその事象を社会事業の対象とすべきであるとい
う主張がなされ、また別の人々によって別の事象
が問題視され、社会事業の対象として主張される。
社会事業が対象とする問題は、このような主張の
攻防の中で受け入れられた主張によって構成され
る。もちろん、この受け入れは固定的ではなく、
主張の攻防は何度も繰り返される可能性があり、
主張の受け入れもその都度変化する。社会事業が
対象とする問題の変化は、社会事業の事業内容の
変化となる。
　社会事業の形成過程の特徴は、人々の社会事業
への理解が多様であったにもかかわらず社会事業
という実態があり、その実態のかたちが時代によ
って異なっていることにある。実態としての社会
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事業は社会事業として存在するが、それはさしあ
たりのポジションであり、社会事業というものに
対する多様な認識のなかで、社会事業として実施
されている事業が社会事業として再認識されたり
社会事業ではないものとして認識されたりして、
社会事業の再カテゴリー化が起こるのである。社
会事業の形成過程を図式化したのが以下のもので
ある（図1）。
図1　社会事業の形成過程モデル
　図1のように、問題の捉え方や解決方法に対する
認識は多様であるので、ある対策がある時期に社会
事業であるとカテゴライズされても、認識の多様性
の中で、その対策は社会事業ではないべつの範疇に
位置づけられ社会事業からは捨象されたり、社会事
業の防貧の範疇の中での細分化されたカテゴリーを
移動したりすることもあるのである。
　職業紹介事業の変遷の分析は、それを最も明ら
かにしたものであり、職業紹介事業は当初は社会
事業の防貧事業としてカテゴライズされていた
が、その防貧の細分化カテゴリーを労働保護から、
経済的保護へ、そして失業保護へと移動していっ
た。このような再カテゴリー化の過程を描くこと
が、確固とした枠を持たない社会事業の歴史を描
くことになる。
　図1は、社会事業の歴史の特徴の一つとして先
に指摘した問題一対策型の直線型と捉えるのではな
く、構想と対策と対策のカテゴリー化を一つの流
れとして捉える循環型であることに大きな特徴が
ある。この循環とは、太字の矢印で表したように
認識と再編との間の循環のことである。認識的側
面においては、社会事業に対する多様な認識や構
想があることと提案した問題解決策が実施されな
かったことの繰り返しを意味している。社会事業
に関わるゆるやかな集団は多様な問題を認識し、
またそれらに対する複数の解決方法を提案する
が、その提案には実施されたり実施されなかった
り、つまり構想段階で終わってしまったりする。
そこには時間的な経過が含まれており、問題解決
の複数の構想と実施・未実施の過程がある。未実
施の事業については、さらにその必要性が述べら
れたり、そこで立ち消えになったりする。実施さ
れた事業は、再編的側面において、社会事業とし
てカテゴライズされるが、実施過程の中でカテゴ
リーが社会事業以外のものに変わることもある
し、あるいは同じ社会事業という枠において細分
化されることもある。いったんカテゴライズされ
ても、細分化されたカテゴリー内を移動したり、
あるいは社会事業という枠から外れたりする。こ
れが再カテゴリー化である。これら一連のカテゴ
リー化と再カテゴリー化にはゆるやかな集団によ
る多様な認識が関わっている。多様な認識がカテ
ゴリー化に影響を与え、またカテゴリー化された
事業によって認識が変化する。このようなゆるや
かな集団による多様な問題解決への認識や構想と
実施された解決策が社会事業としてカテゴライズ
されていく過程、すなわち、認識的側面と再編的
側面が時間の経過によって循環する過程が社会事
業の形成過程の全体像となる。
　この社会事業の形成過程モデルに防貧の分析を
あてはめてみよう。防貧という概念は労働能力の
ある人、つまり労働者の疾病保険制度として提案
されたが実施されず（認識的側面）、経済保護事
業として個人の生活費の支出の多寡を解決する制
度として後に実施される。職業紹介事業は、後に
経済保護i事業の一つとして位置づけられる事業で
あるが、職業紹介の登場期にはその位置づけはあ
いまいであった。貧困に対して、教化・感化によ
る解決という理解がなされている一方で、それだ
けでは解決できず浮浪者に対する懲罰、強制労働、
無職の労働者への職業紹介といった方法での解決
という考えも出る中で、労働保護として行政上の
カテゴライズされることになる（再編的側面）。
職業紹介制度が実施される中で、失業者対策とし
ての職業紹介という理解がでており、また実施は
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されないが労働保険という考えもあった（認識的
側面）。この時期には、救済事業調査会の調査項
目に労働保護が含まれていることに対して、救済
事業を広範囲に捉えることを問題とする見方もあ
った。労働保護は救済事業ではなく社会政策で行
われるべきもの、という認識である。労働保護は
救済事業と社会政策とにその理解が二分していた
のである。
　その後、職業紹介は経済的保護として行政上カ
テゴライズされる（再編的側面）。職業紹介事業
を失業者対策とする認識は、その事業の役割を労
働力需給調節機能を持つという位置づけと保護的
な役割をもつものとする考えの2つを含んでい
た。つまり、職業紹介の対象者を失業者とする見
方と疾病等により保護が必要な人とする見方が混
在していたのである。その後は失業保護として行
政上カテゴライズされることになる。ただし、経
済保護事業自体は、生活困難に対する対応策とし
て理解されるようになる。そして、防貧事業とし
て生計費の問題を抱えた人を対象とした社会事業
の主要な事業となっていくのである。
　このように、後に社会事業といわれるものは、
救貧だけでなく防貧を導入しようと試みられる段
階があり、新たな内容となる防貧の構想と実施と
多様な認識の循環の中で、経済保護事業という枠
において防貧として位置づけられ実施される事業
が登場することで、それまでの事業とは異なり社
会事業というものになる。
　社会事業の形成過程は、これまでみてきたよう
に社会事業に対する多様な認識による社会事業の
再カテゴリー化の過程であった。先にみたように
防貧概念と防貧事業は、多様に理解され、防貧に
よって解決する問題の範囲や解決方法も統一され
ていなかった。それは労働者の抱える問題であっ
たり生活問題であったりしたのである。社会事業
の形成過程を描くことは、このような多様性を描
き、整理し、それがどのように変わったのかを分
析することになる。このような複数の社会事業像
の変遷を描くことが社会事業史となるのである。
　認識と再編の循環モデルとしての社会事業史の
全体像をみると、そもそも社会事業というのは、
ゆるやかな集団がどのような事象を問題であると
82
捉え、それをどのような方法で解決していくのか
という構想を出発点とし、事業が実施されていく
なかで、それが社会事業の範疇であるかどうかを
ゆるやかな集団が解釈しているものであることが
わかる。このゆるやかな集団の構想や解釈の多様
性こそが社会事業の固有な部分であり、この固有
な部分を描くことが社会事業の形成過程の分析と
なる。
　大河内理論を基にした社会政策代替説の場合、
社会事業は固定化されたものとして扱われていた
ため、形成過程というプロセスのなかでの社会事
業が成立していく動的な変化を見ることができな
かった。代替説を循環モデルにあてはめると、社
会事業が社会政策の代替をしたということは、循
環する再カテゴリー化の中の1つの過程にすぎな
い。代替説のように社会事業に対する固定化した
見方をするのではなく、問題に対する認識と対処
法の構想、そして事業が実施され位置づけられた
ものが再カテゴリー化する再編の過程の循環とい
う動的な捉え方によって、社会事業の形成過程が
当時の人々の社会事業に対する認識の多様性とし
て描き出せる。
　そして、ゆるやかな集団という分析概念におい
ては外在的な社会経済上の状況や当時の思潮を問
題にすることなく、社会事業の変化のプロセスを
分析することができる。そのため、循環モデルは
「問題一対策型」という直線型の社会事業史の記述
も解消できるのである。
